
司号泊h・
吾珂
第 4号第101巻

昭
和
二
七
年
一
三
月
一
日
第
三
種
郵
便
物
認
可

l

i

-

-

F

j

E

1

2

5

5

-

-

」
』
?

1 勲本市場調査論の成立・・ ...…... …・・・・ ・・・・・・橋

17 辛口秀中古ハリ λ ンの原価会計観・…………...・H ・....ーー野

34 徳正津

部門連関パラ γスの諸形態と
固定フォンド (2).......…...・H ・..・H ・H ・- ・・・野

58 彦勝石利潤・平均利潤範鴎と諸資本の競争・・H ・H ・目・・松

昭和43年 4月

京郡大事経等専事曾



34 (358) 

部門連関バランスの諸形態と固定フォンド (2)

日次

まえがき

I 中央統計局=エイジェリマソ表式と固定フォソド

E オハ リン多部門表式と固定フォソド

*ハ ')γ茨式日構成

野 津正徳

2 オハーリン表式における社会的総生産物と固定フォンド

(工)社会的総生産物の構成

(2) 社会的総生産物の循環と固定フォンド

(i) 生産フォン Vの存在量

(ii) 生産手匝の価値静転と補填(以上z 第101巻第2号)

(iii) 国民所得の分配，再分配!最終利用

(iv) 蓄積の部門連関

E ダダヤゾ5部門表式と固定フォγ ド

1 ダダャγ5部門再生産モデルと部門連関パランス

(1) 部門再生産モデル

(2) 5部門再生産モデル

(3) 5部門部門連闇バヲソス(目上j 本号)

件) 部門連関ノミラ γスの一般的表式

2 ダダヤン部門連関バランス仁おける社会的総生産物と固定フォゾド

W 国民経帯Jラソスと回定フ~- ~}. 

むすぴ

E オパーリン多部門表式と固定7オンド

(iii) 国民所得の分配，再分配，最終利用

オバ リン表式において，国民所得の循環 分配，存分配および最終利用

一一ーはどのように表示されているであろうか。 さきにみたようにL〉， 表式の第

E象限は，新たに創出された国民所得の価値構成を各部門別に反映しているが，

この象限は同時にこれら国民所得の諸要素を，本源的所得の分配諾形態として

1) 野博正徳j 部門連関ノミラ γスの詩形態と固定フォγド (1)， r経済論叢I第101巷第2号，昭和

43年 2月， 20-40へジ。
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表示している。 V" は生産的分野の労働者に分配された賃金=必要生産物の貨

幣形態であれ取引税 doj • 企業利潤 4仰はともに企業に分配された本源的所

得=剰余生産物の貨幣形態である。したがって第E象限は，国民所得の循環の

観点からは，国民所得の分配局面を反映するとし、えよう。これら本源的所得の

うち VOj，d，りは，再分配局面におい亡サーずイ λ 支払および国庫の再分配経

路を通ったのち，最終所得として消費資料の消費に利用され ~Oj はその主ま

企業に残り，蓄積lご利用される 0 1'<式の第E象限は，国民所得の物的形態を各

部門別に反映しているが，この国民所得の物的諸要素は困民所得の分配，再分

配局面をへて形成された最終所得の利用一一消費および蓄積一ーの対象引ノて

表示されている。 V，旬， ，主再分配ののちに形成された労働者の最終所得の利用に

よる消費資料の個人的直接消費を，豆仰は再分配ののちに形成された国庫収入

の利用による消費資料の全国家的集団的消費をあらわす。主"および£吋は，

企業に残る利潤の最終利用による生産物の蓄積をあらわしている。したがって，

第 H象限は，国民所得の循環の観点からは，形成された最終所得が国民所得の

物的諸要素に支出・利用される局面，国民所得の最終利用局面を反映する， と

L 、えよう。

つぎに，オパーリン表式における 第1図 オパ←リン表式にCsける再分配過程

国民所得の再分配過程は，第 1図の

ように示すととができる。(イ)生産的 闘可噌:

分野の労働者の賃金は消費資料の個

人的直接消費と非生産的サーヴィス

への支払に支出されるが，後者は独

立採算的リーヴィス組織において非

生産的労働者の賃金とザーヴィス組

織の利潤に分解する。(ロ)生産的企業

の取引税は，サ←ヴィス組織の利潤

とともに国庫収入を形成し，との国

の分配 l

山
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庫収入は国家的組織において消費資料の全国家的消費と労働者の賃金支払のた

めに支出される。制独立採算的サーヴィス組織の労働者の賃金と国家的組織の

労働者の賃金は，ともに消費資料の個人的直接消費とサーヴィス支払に支出さ

れる。後者は再び賃金と利潤に分解し，さきと同じ経路壱〈りかえす。このよ

うな国民所得の再分配過程は無限にくりカ hえされる過程であるが，その終局の

均衡点において成立するとされるバランス等式が，

LJ VoJ+ V，四 +VQ8= 2J V tv• + V"，，+ dQ". 

子doJ+dous=手忌四十九

である。したがって表式の第 W象限は， 再分配過程の若干の要素 V""， V o • , 

do.. を再分配過程の行きついた最終結果として示すが，との複雑な再分配経路

の全体壱示すことはで雪ない。

第 E象限の表示には，しかしながら，二つの問題がある。第ーは，再分配過

程におけるサーヴィスの導入において，サーヴィスの供給にともなう物的経費

をどう表示するかという問題である。サーヴィスの供給においては，非生産的

固定フォ γ ドの磨損補填，経常的物的支出などの物的経費が必要である。オパ

ーリ γ表式において二種のサーヴィス組織のうち，国家的組織における物的経

費は，明らかに吉川にふくめられているが，独立採算的サーヴィス組織におけ

る物的経費がどのように取扱われているかは不明確である。この物的経費がも

し V帥にふくまれるとすれば，サーヴィスへの支払 VQV+dov，は賃金，利潤に

のみ分解するため， この物的経費の支出は不可能となり， 他方， 物的経費が

Vivパこふくまれないとすれば，全く物的経費の表示は行われないことになる。

したがって，オパーリ Y表式はサーヴィスを導入しつつ，サーヴィスにおける

物的経費の表示に成功せず，サーグィスの問題を不完全にしか反映してし、ない

といわざるをえない。本来，部門連関/ミヲ Y スは社会的生産物の生産と配分の部

門連関を表示するベラソス表式であり，物的生産物とは異なる十一ずィスの導

入の試みは，サーヴィスの一面的な反映にみちびかざるをえない，といえよう G

第ては，上翼における消費フォンドと第 E 象限における Vi.. s • 5信仰の関係の問
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題である。第 E象限のれ"r，5.匂eは，オパーリ Yによれば，互に矛盾する二重

の規定を与えられている。一方では V，町民"は新たに創出された純生産物

の一部=国民所得の物的要素であり，ヲぎのように国民所得の価値的要素との

バラ Yス関係が与えちれている。

手町，，+手Si'IJ8=守れ，+干ゐ')
他方では， V，山 St"1Iは上翼に表示された消費フォンド Oi'!J8 --非生産的固定

フ庁 Y 下と消費資料の在庫 の回転の結果であり ，f1Jiv8 とその流通速度との

積としてつぎのように規定されている。

1[1，切8fjJi'--~illS + 5ωP 

しかし Vi'VS，志.，が当期に生産された総生産物から生産手段の移転価値部分

壱のぞいた純生産物の一部=国民所得の物的形態としての消費資料であると左

は明らかであり，オパーリ Y の第三の規定は成立しえない。オパーリ Y は第二の

規定ピおいて Vω.，s.加を，上翼の消費フォソド 非生産的固定フォ γ ドと

消費資料の在庫 の移転価値部分としてとらえているのであるが，乙れは生

産フォ Y ドと消費フォソドの本質的相異をみおとし，生産フォ Y ドの価値移転

様式一一生産的固定フォンドの漸次的価値移転と労働対象の価値移転一一骨，

本質的に消費資料である消費フォ Y ド=非生産的固定プォ y ドと消費資料の在

庫に機械的に適用することによって生じた，重大な誤りであるといわなければ

ならなし、

(iv) 蓄積の部門連関

さいごに，オパーリ Y表式の右翼においては，国民所得の最終利用のー形態と

して，蓄積の部門連関が詳細に表示されている。蓄積は生産的分野の蓄積と非

生産的分野の蓄積が区別され，また蓄積用生産手段の生産部門=生産物種類別

およびぞの配分部門z 所有部門別の構成が示されている。これはオパ -9:/表

式の長所とみなされる点であるが，上翼における生産フォンドの表示と同様，

2) 向上.32， 35ベージ，事照。
的向上 '4ベジ，審照。
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蓄積される固定フォンドと労働対象の区別が何ら行われていない点は，その限

界をな「ものである。

以上の検討を通じて，オパーリン多部門表式の意義と限界を総括すれば，つぎ

のとおりである o オパーリン表式は，社会的総生産物の構成一一生産手段の補

填部分の物的価値的構成および国民所得の物的価値的構成ーーとその循環一一一

生産手段の価値移転と補填，国民所得の循環における分配，再分配および愚終利

用の諸局面 を基本的に反映しており，その限りでは部門連関ノミラ'/;;r..、の基

本的形態である中央統計局ーェイ Y=リィン表式にほぼ対応しうるものである。

その意義は，第ーに，生産フォソド 固定フォ γ ドと流動フォ Y ドの期首の

存在量について詳細な生産部門司1)，所有部門別の部門連関壱表示し，第二に，蓄

積される生産物についても同様の生産部門別，配分部門別の部門連関を表示し，

乙のようにしてェイジェリ~:/表式の一つの限界をこえ，部門連関パランスの

拡張と具体化をはかる方向と理論的可能性を示しているところにある。他方，

その限界は，第一に， 固定フォンド(労働手段)と流動フォ y ド(労働対象)の

回転様式 価値移転と補填ーーを理論的に区別せず，その回転様式の相異を

両者の流通速度の量的な差異に一面的に還元したため，固定アォ Y ドの漸次的

価値移転，減価償却，補填と大修理，減価償却額と補填額の不一致などの諸過程

を表式に反映しえない点である。第二に，オパーリゾの生産フォンドと消費プ

ォY ド，とくに生産的固定ブォ Y ドと非生産的固定フォンドの再生産過程にお

ける機能の相異をおとし，非生是正的固定フォンドに生産手段と同様の価値移転

を類推する結果をみちびいた点、である o とれらの欠陥は，生産手段の価値移転

と補填過程についての理解の欠陥であるとともに，機械論的，均衡論的思考様

式が根づよくつらぬいていることに起因すると考えられる九結局， オパーリ

Yの多部門表式は，経済計画化の実際に適用するにはなお多〈の問題点を残じ

4) オパ リンは， 1920年代， rコゾドラチヱフ循環J，r動態係数」をめぐる論争に差参加し j のち
にきびしい批判をあびている。また披は， r多部門表式」による表式分析の目的が「均衡表式の
確立J，r均街線の尭見」にあるとb、う。江凶 Onap聞 .MH.OZOCm，JOpltaH CXeMa ttyH叫酎"Up回 aliun:
H.apod/-low X03JfUCmaa， CTp. 5-11 
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ており，マノレタア、再生産表式具体化の一つの理論的試みの範囲壱脱しえていな

い， というべきでああろう。

E ダダヤン 5部門表式と固定フォンド

つぎに fグヤンの，社会主義的拡大再生産の数理経済モデノレに基礎をおく，

5部門部門連関/ごラ γ ス表式について検討する九

ダダヤンは，国民経済の管理と計画化の質をたかめる?めには，経済学と経

済計画化に数学的方法を適用し，経済中争「精密科学」に変えること kよって，同

民経済の指導に科学的装礎をあたえなければならないとし，その一つの重要な

方向として，社会主義的拡大再生産の分析への数学的方法の導入を試みている。

ダダヤ Yは，この再生産の数理経済的分析に対して，次の二つの課題を設定す

るへその第一の課題は. I抽象的な再生産の経済表を，量的法則性の形式的一

般的な研究手段としての数学装置と結びつけること」つまり，マルグスの再生

産表式を基礎とし，これに現実の具体的諸条件を順次導入することを通じ，再生

産の諸要素の量的相互関係を一般的に表現ずる再生産の数学モデル壱構成する

ことである。第二の課題は. I国民経済計画の新しい作成方法を完成させるよ

うな数理経済的研究を発展させること」つまり， 一般的な再生産モデルを最適

化の数学的諸方法と結びつけ，国民経済の最適計画。J作成に役立てることであ

る。

5) ダダヤシの，拡大再生産の数理経済モテツレと部門連関パヲンスにかんする主要著作として，つ
ぎのものがあげられる。 B，G 且.3t(a凧，.3KOHOM凹"削巴 MO/.l e四回~HaJlHCTI凹CKoro B阿 柳 田BO):(.

CTBa "， flplUtellCHUe MαmCMamUICU 8 9ICOHOMU開 CICUXaCCλeδωanURX， T曲~2， 1961; B.C且311aHH，B 

B KOCCOB， EaAoHc 3/COHOMU'/eCIC020 padoHu ICGκcpedcl/l..so .r/，;ZUH06/J1X pac弔emOIJ，1962;且aぇ3S1H，・口OCT-

poeH沼e cxeMbl MelKQTpaCJIeaoro 6aJIaHCa Hapot(Horo x03~rll:cTBa "， Bonpocbf， 3KOHOMnlW， No. 8， 
1962; ma.M. :J/Ce “町四OBblepa四 e国間 OCHQae M問 OTpaCJle凹 rO6aJlaHca sp0l13BOJlCTBa H pac-

np何日四回目pO，!¥yKu;n誼ヨ<OHOMHlIECKぽ o p胡 OH3"， Tpydbl Hay'lHO~O cooelliuHull 0 npuMeneli叫

!tlUmeMamU'leCICUX .MCnwd08 8 3ICOIWMU日 C印 x aCC/ted08QUuRX u n.λanup06UHun， TOM m， MeJ/C-

ompaCJIB60U血岬llCnpOa300δcmou u paCnpedeAC剛 .fl npoiJy1Cu，UU 8 ~HapoðHOM xD3flt1cm8久 1962; 

maM :J/CC， a岬 lOM1JICO皿 mc;叩 m<凶"即e Mode.llupOfJUHae paCUl伊 CIUlOW 8ocnpou36odcmoa， 1963; 

ma.M "叫 ，Mamc.HamUlCa 8 3"0IW.，¥叫 /CC，1965; maM :J/Ce. a.必~H.OMU'leC"ae pa円 emb/， no Mooellu 

paCUlupel1嗣 zo80cnpou3叩ldcmea.19-66 
6) 且'̂ 印H.8KOnO.MUKO-.MameMam削 eCKoe.MOde/lUp08anUe cou，UQ/lucmu常eC/(02-080cnpoa360OCmlJa. CTp 

6-10 
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まず第 の課題に対し，ダダヤ戸は，次のような抽象から具体への諸段階を

へて， 再生産の数理経済ーをデノレを構成する九 (1)モデル I りレクス拡大再生

産表式(有機的構成不変)にもとづ〈モデノレ。 (2)モデノc-rr レ ュン拡大再生産

妻式〔有機的構成変化)にもとづくよそデノレω(3)モデノレE 毛デノレ Eにおけz生産

手段生産部門が労働手段牛産部門 k労働対象生産部門1:::分割されp 消費資料生

産部門とあわせて 3部門モデノレが構成され，これに応じて固定フォ y ドの向転

様式の特殊性が導入される。 (4)モデノレ町 モデノレEに対外関係=輸出入と在庫

が導入される。 (5)モテツレV モデノレWにおける 3部門分割に対して，新らたに，

非生産的固定フォソド生産部門， 国防(軍需)生産物生産部門壱導入し 5部

門分割による再生産モデノレが構成される。 (6)モデノレ 'IIa および'11， モデノレVに

租税，貨幣貯蓄などの再分配の諸要素が導入される。

再生産の数理経済モデノレの構成の諸段階はうえのとおりであるが，その各段

階ごとに，再生産諸要素の構成，循環と量的バラ Y ス関係壱あらわす拡大再生

産の部門連関パラ γ 月匂が，仮設の数字例にもとづいて表示され，あ 5年度の

再生産諸要素のパランス関係が，次年度にかけての蓄積，消費アォ Y ドの増加

量の決定壱通じて，次年度のパランy、関係にどのように移行するかという計算

千続が説明されてし、る。

第三の課題に対して，ダダヤY は，まず最も簡単な 1部門の最適経済発展モ

デノレ巻構成する。このモデノレにおいて，ダダヤ:/1ま，ある年の生産的固定フオ

Y ドの現存量正次年度にかけての最終生産物(消費資料と労働手段〉の増加量と

の量的連関を示す「制約関係式|争規定じ，との式をみたす範囲内で，再分配

過程をへた所得総額にしめる投資量の比率を示す「規制j投資率|守色々に変化

させ， I全計画期間を通じての消費フォン rの累計額の最大限J壱みたす経済

7) ダダヤγは，再生産の数理経揖モデノレ(数学モデル)? r社会主義U噛五大再生産の一一般的量的
法則性の数学的定式化J. あるいは「肱大再生産過程における経済的需要素の相互連関壱記述す
る数学的主現」としてとらえている。 Ta.n:JiC/i， 口 p.8， 21 

8) ダダャγはj 再生産の数理経済モデルと部門連関パラ γスの相異色前者が再生産の量的諸連
関をどのような具体的教宇にも共通するー叶量的抽象的表現 Cあらわすのに対し，後者がその同じ
諸連関を一時的具体的な数字によって特徴づける点にある，とする。 TaM:J/Ce， CTp. 21-22. 
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発展の最適ヴアリアントを追求している。したがって，経済発展の最適性の基

準として r全計画期聞を通じての消費フォン肝の累計額の最大限」が採用さ

れているわけである。

このような，タタeヤy における再生産の数理経済モデルと最適経済発展モデ

ノレの構成において，理論的に中心的な位置をしめるのは，マルクス再生産表弐

を基礎にお雪， 5部門分割における再生産諸要素の量的諸関係をあらわすモデ

ノレVと，これにもとづく部門連関パラ γスであると考えられる。なぜなら，モデ

ノレVにおいて，モテソレ Iより W主での諸段階で順次に導入されてきた再生産過

程の具体的諸要因の最的相互関係が総括的に示されるとともに 5部門モデル

における「制約関係式」を規定することによって，その後の「規制投資率」概念

争中心とする最適経済発展モデルの展開の基礎が与えられているからである。

したがって本節では，ダダヤンの再生産の数理J経済モデノレを， 5部門モデノレ(モ

デノレV) と己れにもとづく部門連関パラ γス表式に重点をおいて概括し， この

パラ Y ス表式が，どのように社会的総生産物および国民所得の構成，循環と，

固定フォ Y ドの回転を表示するか，を明らかにしたし刊。

1 j" ".ャ :/5部門再生産モデノレと部門連関パラ Yス

(1) 2部門再生産モデノレ〈毛デノレ 1) 

5部門再生産モデノレの理解の使宜のため，あらかじめ 2部門再生産モデノレに

ふれる。

ダダヤYはまず社会的生産の 2部門分割にもとづく 2部門再生産モデノレ壱構

成するため，マノレグス再生産表式における 2部門分割と 3価値構成町命題壱基

礎とし，社会的総生産物の諸要素をつぎのように規定する。

九 第 z部門の総生産物 (i=l，生産手段生産部門 i=2，消費資料生産部門)

山 第 Z 部門で生産的に支出された生産手段 (i ~I ， 2) 

的第τ部門で生産された必要生産物

9) 主に， .llaAaflH， E)，四 ItO.MUKQ-.M印刷ttlmtl'lec必"，同lde.iUtp08aHUe co~uaAucm附"即日 60cnpo山田θー

cm8a. を対車とする。なお最適計画化論の検討は，本稿の直接の対象とせず， のちの機会にゆ

ずる。



42 (366) 第 101巷第4号

帆 第z部門で生産された剰余生産物

ん 第 z部門で蓄積される生産手段

( i ) 諸記号を上のように定義すると期について，第 1， 2部門の総生

産物の価値構成を示すつぎの関係が成立する。

Cl(t)+v ， (t)+m， (t)~P， (t) 1 

C温 (t)+叫 (t)十刑，(t)~P， (t) J 
)
 

l
 

(
 

またダダヤソは，中間生産物と最終生産物の概念を導入し，社会的総生産物

のうち，移転価値をあらわす生産物部分を巾間生産物，同民所得をあらわす生

産物部分を最終生産物Yと呼ぶ町。

Y包 第 z部門の最終生産物

そこでダダヤンによれば，第 1部門の最終生産物は生産された全生産手段のう

ち両部門の蓄積に向けられる生産手段を，第2部門の最終生産物は生産された

全消費資料を意味するから，両部門総生産物の配分を示す式は，

c， (t) + c， (1)十 Y，(t)=P，(t);Y， (t)~k， (t)+ん (t) I 
(2) 

Y.(t)=P，(t) 
である。

(ii) 両部門において総生産物に対する，支出された生産手段の比を示す直

接支出係数向を，つぎのように規定する。
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10) Ta.M ~e， CTp. 24-25 
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b， =-.-1 み a，l-Tご瓦 U.2- l-alー (4) 

と規定すると，

P，(t)=bιY， (t) +b， Y，(I) (5) 

がえられる。総支出係数 (K03中小lUHeHTbITIOJlHbIX 3UTpaT)は，両部門の最終

生産物それぞれ1単位を生産「るために，先行するすべての生産過程において

直接間接に支出されねばならない生産手段の総量をあらわし， (5)は期の両

部門の最終生産物 Y，(t). Y， (t) とその生産を保障するのに必要な第 i部門の

総生産物=生産手段の総量との量的相互関係をあらわしている。し立がって(5)

によれば，両部門の最終生産物 蓄積にむけられる生産手段と消費資料総量

の大きさを計画的に規制することによれ総支出係数を媒介として，それ

らの生産を保障するのに必要な生産手段総量が決定されるととになる。

(iii) つぎに期の第 1部門の総生産物の弓ち蓄積にむけられる生産手段

の何倍は，次の 1+1期において生産的に消費され 1+1期の生産物の移転価値

部分に入るから，

ことで，

とすると，

向。+1)=c，(t) +ム(t)

a，P，(t+ 1) =向P，(t)+k，(t) 

向[P，(I+1) -P，(t) ] = k， (1) 

[p‘(t斗 1)-P，(t)J =JP，包(1)

a，JP，(t) =ん(t) (6) 

(6)は，向号所与としたばあい t期において両部門の蓄積にむけられる生産手段

k"んが期から t十1期にか付ての両部門の総生産物の増加量 JPh JPaに

依存することを示している。

九(t)+k，(t)=Y.(の

であるから. (6)より，

a，[P，(t+1) -p.(t)J十向[P，(t+1)-P，(t)J = Y.(I) 
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あるいは，

同dP，(t)+a，dP，(t)= Y，(t) (7) 

(7)は t期において両部門の蓄積にむけられる生産手段総量=第 1部門の最終生

産物と期より1+1期にかけての両部門の総生産物の増加量との量的関係を

示している。

(iv) さらに， (7)における総生産物 Pl. Pzに， (2)， (5)よりえられる総生産

物 Pt， Paと最終生産物 Yh Yaの関係壱代入すれば，

あるいは，

a， [b， Y， (t+ 1) +b， Y，(t+ 1) -b， Y， (t) -b， Y，(t) J +a，[Y，(t+1) 

-Y，(t)] = Y，(t) 

a，b， (Y， (t+ 1) -Y， (t) J + (向+a，b，)(Y， (t+ 1) -Y，(t)J = Y， (t) 

a，b，[Y， (t+1) -Y，(t)J +b，(Y，(t+1) -Y，(t)J = Y，(t) 

a，btdYt(t) +b，dY，(t) = Y，(t) 

ここで，総資本支出係数 (K09tt中町MeHTbJnOJJHbJX KamnaJIbHblX 3aTpaT)れを，

r，士a1b1 ra=ba 

とおけば，

γ，dYt (t) + r，dY， (t) = Y， (t) (8) 

がえられる。総資本支出係数は，ここでは，最終生産物 Y1'Y2の生産を t期よ

りt+1期にかけてそれぞれ 1単位増加させるために直接間接に必要な t期の

生産拡大資源=蓄積にむけられる生産手段の量をあらわしれ、る。 (8)は， 両

部門の最終生産物の t期より t+1期にかけての増加量じ この増加を保障す

るのに必要な t期における第1部門の最終生産物すなわち蓄積される生産手段

(生産拡犬資源〉量との量的関係壱あらわす式であり，両部門の次期の最終生産

物の増加量が当期の第 1部門の最終生産物の大きさによって制約されるごとを

示すために，ダダャ y によって I制約関係式J (YpaBHeHHe JIlfMHT叩 Y田山ero

COOTHQ山 eH悶)と呼ばれているo

(めから明らかなように期の生産拡大資源=蓄積用生産手段量が与えられ
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たとき十1期にかけての最終生産物の増加量の部門構成 11Yl' .JY2は， 骨t

約関係式の範囲内である程度自由に選択することができる。すなわち，

Y，の Y，(t) 
JY， (t)く二土工"-- JY，(t)くて了一

j 1 I 2 

の条件内で，JY，(t)， JY，(t)のうち一方を決定すれば， 制約関係式壱通じて

他方も決定される。

したがって， 制約関係式の範囲内で t+1期の最終生産物の畳と部門構成が

計画的に決定されたなら期の生産拡大資源=蓄積用生産手段の部門間配分

(投資配分)， Y， (り=んの十ん(t)は次式によって決定される。

k， (t) =a，JP， (t) =内 (b，JY，(t)十九JY，(t) J 

k， (t) = a，.1P， (t) = a，d Y， (') 

また t+1期の両部門の総生産物も，

P，(t+1) =P，(t) +dP，(，) 

として決定され，直接投入係数 h 剰余価値率向=竺工を所与とすれば，
"' 

c，(t+1)， v，('+l)，州 ('+1)， Y，(t+1)など 1+1期の社会的総生産物の諸要

素も計算することができる。

以上のように，ダダヤンの 2部門再生産モテ〉レは，マノレグス再生産表式にお

ける社会的総生産物の諸要素の規定を基礎にしワつ，諸係数と最終生産物の概

念を新しく導入し，再生産諸要素の量的関係を， (i)両部門の総生産物の配分

関係(2)，(ii)生産手段生産部門の総生産物と両部門の履終生産物との関係(5)，

(iii)両部門の総生産物の増加量と生産手段生産部門の最終生産物との関係(7)，

(iv)両部門の最終生産物の増加量と生産手段生産部門の最終生産物との関係

(R)， にかんする諸関数関係の体系として.数学的に定式化したものである。

ダダャγは， 2部門モデノレの構成につづき，これを基礎とする t期の拡大再生

e産の部門連関ノミヲンスを作成し，再生産モデルの諸要素のパランス関係を表示

する町。これをかかげると，第8表のごとくである o ただし，ダダヤンのパラン

11) Ta.M :JiCe， CTp. 35 
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ス表式は数字例で表示されているが，これを記号表示にあらためてある。新ら

たに用いられた記号は次のとおりである。

.15， 在庫増大として，生産拡大のため第z部門に配分される消費資料

Hp 生産的分野の労働者の個人的消費にあてられる消費資料

Ho 非生是主的分野の労働者の個人的消費および集団的消費にめてられる消

費資料

I<~2J k， .1S~ 2J.1S" H~H， +Ho， Y~2J Y宮

C=~Ci. V=.LJVi. 隅=戸叫，P~ 2J P， (i~l ， 2) 

また，マイナスの符号で示される記号は，再分配過程の諸要素である。すな

わち，純所得の横行において，純所得合計憎のうも，(k，十 .15，)， (k.+.1S，)に

相当する部分は再分配され，それぞれ第1， 2部門の蓄積フォンドとして生産

手段の蓄積，消費資料の存庫増大に利用宗れる。純所得合計捌のうち， H，に

相当する部分は再分配され，非生産的分野の消費フォンドとして消費資料の消

費に利用される。再分配の諸要素をふくむ横行，縦列の合計は，無意味である

ため，示していない。

(2) 5部門再生産モデノレ(モデルV)

ダダヤ Yは，再生産モデノレを現実に接近させるため 2部門モデノレに順次具体

的諸要因を導入し 5部門再生産モデノレを構成する。

まず，ダダヤソは社会的生産の諸部門を，生産物の経済的用途=再生産過程

における生産物の役割にしたがし、，つぎの 5部門に分割する。

第 1部門 労働手段間生産部門

第 2部門 労働対象生産部門

第 3部門 消費資料生産部門

第 4部門 非生産的固定フォンド生産部門

第 5部門 国防(平需)生産物生産部門

12) ダダヤγは 「昔働用具と労働手段J(OpyλHe H Cpe，!lCTBO TPYJ¥a)の用語をつねに用いるが，
骨闘用具と労働千置の区別はとくに示していなし、。ここでは簡単化のため;労働手段とする。
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したがって 2部門分割のさいの第 1部門が 5部門分割の第 1部門と第 2部門

に対応し，第 2部門が第3部門に対応している。 5部門分割における第4部門

と第 5部門は， タダ桐ダヤ γによつて，社会的総生産物のうち生産手段でも消費資

料でもない生産物要素壱生産する部門として性格づけられている，，"め〉

つ言害「に，ダダャγは三つの具体的要因を導入する。

その第一は，生産的固定フォ γ ドの回転様式の特殊性であるが，この点は生

産手段壱労働手段と労働対象とに区別する 5部門分割の視点に照応するc ダダ

ヤンは，労働手段が社会主義の再生虚過程におし、て生産的固定フォンドとして

機能することを規定し，その特殊な回転株式 漸次的価値移転，減価償却フ

ォンド形成および現物補填=更新の三局面を指摘したのち，拡大再生産におい

ては固定フ庁 Y ドの減価償却額が磨損補填額をつねに上回るため，その差額が

社会の再分配所得フォ Y ドの一部を形成し，追加的生産拡大に利用されること

を明らかにする叫。 このばあい，そデル構成にあたって，減価償却額と磨損補填

価値頼は，各部門について t-1期から t+1期にわた h 計画的に決定され

ているものと前提される。第二は，輸出入である。輸出入の導入にさいし，つ

ぎの前提が設定される。(イ)圏内生産物と輸入生産物は代替可能であれ生産的

に消費される生産手段が国内生産物であろうと輸入生産物であろうと，生産に

おける支出係数は不変である。(ロ)輸入された労働手段はすべて純投資に向けら

れる。輸入された労働対象はすべて当期の生産的消費にあてられる。輸入され

た消費資料もすべて当期の消費にあてられる。的モデノレ構成にあたり各種生産

物の輸出入の大きさは長期にわたり計画的に決定されている。第三は，在庫増

大である。ダダヤγ によれば，在庫増大は労働対象 (LiS，)と消費資料 (LiS，)に

ついて発生するが，とくに労働対象の在庫の存在は全部門における生産過程が

並常に進行するための必須条件である， とされる。モデノレ構成にあたり，在庫

増大量は一定期聞にわたりあらかじめ評価可能である，と前提されるo

13) TaM :J/Ce， C1'p. 127 

14) TaM ;}fCC， CTp. 57-65 
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さらに，ダダヤンは 5部門分割に応じて，中間生産物および最終生産物の概

念壱修正する。ダダヤ Y によれば，中間生産物は当期において生産的に消費さ

れる生産物であり，生産された労働対象のうち，当期に生産的に消費される部

分がこれにあたるo 最終生産物は，社会的総生産物より中間的生産物をのぞく

部分であり，その構成要素は第 1部門の総生産物=労働手段総量，第2部門の

総生産物=労働対象のうち在庫増大と輸出にあてられる部分，第3部門の総士七

産物=消費資料総量，第4部門の総生産物=非生産的固定フォン下総量，第5

部門の総生産物 国防生産物総量である。

以上の諸前提k もとっき，ダダヤ Yは 5部門モデノしの構成にうつる。「れま

で用いた記号は変らない(5 部門分割に応じて i~1， 2......5)0新たに用いられる

記号はつぎのとおりである。

曲 第 4部門の総生産物

D 第 5部門の総生産物

A， 第 z 部門における生産的固定フォ y ドの磨損補填価値額。~1，2......5) 

ただし，A=~A， とする

ん第，部門における生産的固定フォ y ドの減価償却額(包=1，2， ...5;瓦>A，)

E， 第 z部門生産物の輸出量(戸1，2， 3) 

ん- 第 z部門生産物と同種の輸入生産物の第1部門への配分量(戸1，2， 3; 

j~l ， 2......5) ただし，Li=干ωとする。

X.::j 国内で生産された労働対象の第7 部門への配分量 (j~I ， 2， ......5) 

X2J 第1部門で生産的に消費される労働対象総量(j=1，2， ......5) ただし，

王2joo-X2.1+l'l.J 

k" 国内で生産された労働子段の第7部門への配分 T 投資。ただし，

K --= LJ kl1 

五u 第 1部門へ投資される労働手段の総量: ただし ~J=k1i +llJ

(け まず，各部門の総生産物の配分と最終生産物をあらわす式は期に

ついて，
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① A(t) + K(t) + E， (t) = P， (t) Y，(t)=P，(t) . 

⑧手""乃(t)+ JS， (併E，(t)= P， (t) Y， (1) = JS， (t) + E，(り

③ H(t) +J~丸 (t)+E， (t)=P， (t) Y，(t)=P，(t) (9) 

④ O(t)二九(t) Y，(t) = P，(t) 

⑤ D(t) =P，(t) Y，(t)=P，(t) 

である。

いま，各部門の総生産物に対1る，消費される全労働対象の比率をあらわす

直接支出係数を，

とすれば，

ω _ x" (t)笠4立:-!"(t) 幻ーー町7了ー一一可7アー

X，j(t) = a，jP' (t) 
hj(hauPj(t)-1230)，pM(t)=苧a，jP，(t)-L，(t) 

であるから，第2部門総生産物の配分をしめす式は，

。。

2J a"P， (t)ーL，(t) +JS，(t) +E，(t) = P， (t) ω 
とあらわされる。

(ii) つぎに，第2部門総生産物と各部門の最終生産物との関係式壱もとめ

る。 (9)における総生産物と最終生産物の関係をωに代入すれば，

an~M+~~(t)+~， ~(t)+~~(t)+~，~(t) 

+ Y，(t) -L，(t)ニ P，(t)

(1← a，，)P， (t) =向， Y，(t) +a"Y， (t) 十 a2~Y4(t) +a2o Yo(t)ート Y，(t)

L，(t) 

P，(t) =，ヱモ-Y1(t)+」ァ[Y，(t)-L，(t))+ 1 ，，'~ Y，(t) .“22 ~ -""22ω"  

+JZトY4(t)+a" Y，(t) 
4一吋2

ここで労働対象の総支出係数 b'jを，

b~1= .. a2j aJ-l士函L (jキ2)，

と規定すれば，

b刊=-.--1-ー←
J.-aZ2 (。
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P，(t) =b" Y，(t) +bn(Y，(t)ーLz(l))+bZ3 YS (t) +bH Y4(。
十b"Y，(I) M 

がえられる。総支出係数は，各部門の最終生産物それぞれ 1単位壱生産するた

めに，先行するすべての生産過程において直接間接に支出吉れなければならな

し、労働対象の総量壱あらわし，同は t期の各部門の最終生産物町の畳，構成と

その生産壱保障するのピ必要な第2部門の総生産物=労働対象総量との量的相

互関係をあらわしている n したがってMによれば，各部門の最終生産物一一労

働手段総量，労働対象の在庫増犬および輸出額マイナス輸入栢，消費資料総量，

非生産的固定フォ νド総量，国防生産物総量 の大きさを計画的に規制する

ことにより，総支出係数を媒介として，それらの生産を保障するのに必要な労

働対象総量が決定されることになる。

(iii) さらに，各部門の総生産物の次期にかけての増加量と当期の労働手段

の投資資源との関係式壱もとめる。

いま，総生産物の直接資本支出係数日"壱，

ー
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したがって，

手。UL1Pj(1) = K(t) + L， (t) 

あるいは，

s"L1P， (t)十日"L1P，(t)十日"L1P，(t)十日，，&P，(t) + s"L1P， (t) 

=K(t) +L，(t) 帥

がえられる。直接資本支出係数は，各部門の総生産物の t期から t十1期にか

けての増加量それぞれ 1単位に対する，それらを生産するために t期に直接に

15) 第2部門についてのみは，最終生産物 輸入生産物である。
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必要な労働手段の投資総量(園内で生産された労働干段および輸入された労働手段)

の比率をあらわしている。 し た が コ て ， 帥 は 期から t+1期にかけての各

部門の総生産物の増加量と t期の労働手段の投資資源との量的関係をあらわず。

いいかえれば， 闘は t+1期の各部門の総生産物の生産計闘が期における

労働手段の投資資源の存在量に依存することを示している。 t期における労働

手段の投資資源とは，

K(t) + L， (t)二 P，(1) -A(t) -E， (t) +L， (t) 

から明らかなように，労働手段の国内総生産物と輸入の合計より労働手段の補

填量と輸出号控除したものである G

(iv) さいごに，第 1部門，第3部門，第4部門の最終生産物の次期にかけ

ての増加量と当期の労働手段の投資資源との関係式=制約関係式をもとめる。

Mにおいて，各部門の総生産物の増加量を最終生産物の増加量であらわすた

め， ωおよび(9)より，

JP， (t) =b"JY， (t) + b，，[JY，(t) -JL，(t)]十九，JY，(t)十b"JY，(t)

+b"JY，(t)， JP，(t)=JY，(t)， JP，(t)=JY，(t)， JP，生(t)

=JY.(t)， JP，(t) =JY，(t) 

これらを帥に代入する。

BuJY，(t) +βu [bnJY， (t) +b，，[JY，(t) -JL， (t)] +b"JY，(t) 

十九4L1Y.バt)+b"JY，(t)] +戸"JY，(t)+B"JY.(t)斗乱，JY，(t)

= K(t) +L，(t) 

(β11十sllb，，)JY，(t)+βllb，，[JY，(t) -JL，(t)J + (β1.1+ Bgb23)4Y3(t) 

+(日1生+sub心JY.(t)+ (自国+βub何 )JY， (t) =K(t) +L， (1) 

ここで最終生産物の総資本支出係数れを，

rfニ slJ+ sUbll (jキ2)，r2ニ β12b22 M 

と規定すれば，

r，.JY， (t) +r，[JY， (t) -JL， (t)] +r，JY，(t) +r，JY，省(t)

十r，JY，(t)=K(t) +L，(t) 
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T， [4A(t) + 4K(t) +4E， (t) J + T，[4'5， (t) + 4E， (t) -4L， (t) J 

+r，[4H(t) +4'5，(t) + 4E，(t) J +口4rl!(t)+To4D(t) 

=K(t)+L，(t) (1~ 

総資本支出係数は，各部門の最終生産物の t期から t十1期にかけての増加量

それぞれ 1単位に対する，それらを生産するために先行するすべての生産過程

で直接間接に必要な労働手段の投資総量の比率壱あらわしている。したがって，

(めは期から t+1期にかけての各部門の最終生産物の増加量と t期の労働

手段の投資資源との量的関係をあらわす。いいかえれば(1乃は，t十1期の各部門

の軍終生産物の生産計画が t期における労働手段の投資資源の存在量に依存す

ることを示してし、る。

前提により，モデノレ構成にあたり ，A， E1• E 2• E3' Lz. sS2. ，JSSは一定期

間にわたって決定されているから， 4"1(t) ， 4E，(t)， 4E，(t)， 4E，(t)， 4L，(t) 

4'5，(t)， 4'5，(t)も既知である。また，国防生産物の増加量 4D(t)も独立的に

決定されうる量と仮定する。仰において， すべての既知量，4A(t)， 4E，(t)， 

4E，(t)， 4E，(tl， 4L，(t)， 4'5，(t)， 4'5，(t)， JD(t)壱右辺に移項すれば，

r，4K(t) +r，4H(t)十r.Jrl!(t)

= K(t) +L， (t) -r， [4A(t) + JE， (t) J -r，[4'5， (t)十4E，(t) 

-4L， (t) J -T， [4'5， (t) +4E，(t) J -r，4D(t) 的

がえられる。倒はダダヤンによって 5部門モデノレの「制約関係式」町と呼ばれ

る式で あ り 期 から t+1期にかけての「純投資j町にむけられる労働手段の

増加量，消費される消費資料の増加量および非生産的固定フォ y ドの増加量が，

t期の純投資資源の存在量によって制約される関係をあらわしている。同の右

16) ダダヤンは， 3部門モデル(モデルN)において皆働手段の「純投資」資源と最終生産物との
量的関保(ここで帥にあたる式)を「制約岡部式Jと呼び， 5部門モデル(モデルV)において
は「粗投資」資源と最終生産物との量的関保切にあたる式を「制約関部式」と呼ぶ。ここでは，
「純投資」資源のiまあい帥争「制約関係式」とする。

17) 4ncme K3sHTaJlOBJlO忠明日0，苦助手段の投資総額のうち補填額を控除した， 生産拡大にむけら
れる剖砂土をさす。 TaM:J/C仇 CTp.105 
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辺は， (1カの右辺すなわち労働手段の投資資源総量(園内生産および輸入の合計)よ

れ生産的固定フォ Y ドの補填のための労働手段，輸出(労働手段，労働対象，

消費資料)， 在庫増大(労働対象，消費資料)， および国防生産物のそれぞれの1曽

加量を保障するのに直接間接に必要な労働手段の投資量を控除した， I純投資J

資源を意味している。また， (1骨の右辺において， ，1L，(t)の符号がプラスであ

ることは，労働対象の輸入量の増大によって，本来同量の労働対象壱園内で生

産するために投資されるべき労働手段の一定量が節約され，純投資資源に追加

されうることを示すものである。

闘の右辺を，R-r5dD(t)'6)とおけば， ，1K(t)， ，1H(t)， ，1rD(ののとりうる値

は， I制約関係式」納および

R-rGdn(t) "LI/~\ __ R γ，，1 D(t) 
，1K(t)三一」子ニピム，，1H(尚三 つ ー，

I 1 13 

R-r，，1D(t) 
，1rD(t)三一一三一

'ー
をみたす範囲で自由である。したがって，上の範囲内において，JK(t)， ，1H(t)， 

，1rD(t)の任意の組合せを選択すれば，とれを保障するために必要な t期の労働

手段の部門間投資配分をつぎのように決定することができる。

k" (t) =β"，1P1 (t) = s，，(JA(t)十，1K(t)+，1El(t)J 

k" (t) =β"，1P， (t) =β，，[b，，[，1A(t)十，1K(t)+ ，1E1 (t) ] 

十b，，[，1'5，(t)十，1E，(t)-，1L，(t)J +b，，[，1H(t) +，1'5，(t) 

十，1E，(t)J+b"，1(/)(t) +b"，1D(t)J (19) 

k..(t) =仇，，1P，(t)= s，，[，1H(t) + ，1'5，(t) + ，1E，(t) ] 

18) ネムチノフは，マルクス再生産表式において，蓄積にむけられる生産手段 Vl+ml-cz=Mを「再
生産ポテン、ンャル」と規定したが!ダダャ γはこれをさらに睦闘し， 3部門モデノレについてく5部門
モデルについても同じ)つきの三種類の「再生産ポテンシャル」を規定する。①ボテγシャル Q(I)
=K(t)+L1(t) これは桐生産の「粗投資j賢源をあらわす。②ポアγγヤノレ M(t)=Q(t) -ruJA(t) 
これはQより j 固定フォγドの補嘆の増加量を保障するために必要な投資額を控除したのちの，
生産拡大のた@の投資資源をあらわす。@ポテγγヤノレ R(t)=M(t) -ft，;1E1(t) -T2(，;12S2(t) + 
L1E2(t) -L1L2U)] -ra(，;12S3(t) + L1Es (t) J これはMより 1 輸出と在庫増大の増加量を保障するた
めに必要な投資簡を控除したのちのj 情説と蓄積の拡大に利用される投資資源をあらわす。帥の
右辺は，Rよれさらに r5L1D(t)を控除したものである。8.C. HeM<JHHOB，品OHO，)仰向 .MameMa
mu'teclcue .ilt岬 lOdblIt Mode/lu， CTP， 213; Lt;叫3HH，鉱山 t:J/Ce， eTp. 121-124 
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k" (<) =仇金-dP.(t)=βu-d(t(t) 

んlo(t)二日lo-dP，(t)=βlo-dD(t)

また '+1期の各部門の総生産物も

P，(t十1)=P，(t)+dP，(t) 

(379) 55-

として決定され，直接支出係数向f，剰余価値率1"'一手土を所与正すれば，
"' 

Xij (t十1)，v，(t十 1)，叫(1+1)，民(t十 1)など t+1期の社会的総生産物の諸要

素も計算することができる。

以上のように，ダダヤ yの 5部門再生産毛デノレは 2部門よれデルの一層の具体

化であり，マノレタス再生産表式における社会的総生産物の諸要素の規定を基礎

にしつつ，直接支出係数，総支出係数直接資本支出係数，総資本支出係数お

よび最終生産物の概念を新じく道入するととによれ 5部門分割における再生

産諸要素の量的関係を， (i)各部門の総生産物の配分関係(9)，(ii)労働対象生

産部門の総生産物と各部門の最終生産物との関係ゆI (iu)各部門の総生産物の

増加量と労働手段の投資資源との関係帥， (iv)各部門の最終生産物の増加量と

労働手段の投資資源との関係ω，にかんする関数関係の体系として，数学的に

定式化したものである。

(3) 5部門連関ノミラ γス

グダヤYは 5部門モデノレの構成につづき，これを基礎とする t期の拡大再

生産の部門連関バヲ γス壱作成し，再生産モデルの諸要素のパラ Yス関係を表

示する町。これをかかげると第9表のごとくである o

19) TaM :JfCe， CTp_ 140-147 
20) ，lla)1a諸H，3KOHOM!LnU-A!an!CAHLma'teclloe .Mooe.n.upOBaHuB COI!ua.llttcmu略eCKOZ内 BOcttpolt3BOδcmoa

CTp. 140-147 
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第 9表 t期の拡大再生産の部門連関

ん

一

¥

J
U
-
-引
l
J
U
U叶
討
つ

川
一
副
同
引
酎
制
引
同
制
明
叶
計
一
」

山
正
問
盟
副
判
引
っ

担
岡
山
中
山
刊
l
u

一
司
働
手
段
の
生
産

合

計

民|;1223;事副司寸哲一円1484J

岡;:i時見5419391602331519 4845 

在日!〕!:ljjji
…いー出一日一日

7

」

j
3一

三判一
171 1201 431 

同;;;2233;:;j寸吋吋寸ゴ吋
2 

l ー -，斗

4 t円i三弓i号l;控担控沼沼1;zz引;;;引;;引ii止山;4LLk旧札4一ドu凶J4一4~llヰJi一一一一一一;1凹19391602ム3ιJ ¥ ~I J~I ~I己i一
目ι日山山1川山古訂1円TZ
:調::沼:菖語官官:乙;ニ弘Lニニら川山1)11，同3;1ヰ斗司J司1司斗品1品ヰf，8~-30~1一;;1ヰ;;1-1トド一→1λJ 一=斗ム「寸42
7五工玉一計(掛6肘…+担叫)11割竺割4蜘捌11ド叫101師 11刷叫91-30451寸 司二一 司 J 



部門連関パヲソスの語形態と固定フォンド (2) (381) 57 

パテンス (5部門そデノレ)町
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